
平成26年度3月補正予算の概要

1 一般会計

①概要（目的別）

9款 地方交付税 1款

11款 分担金及び負担金 2款

12款 使用料及び手数料 3款

13款 国庫支出金 4款

14款 県支出金 5款

15款 財産収入 6款

16款 寄附金 7款

17款 繰入金 8款

19款 諸収入 9款

20款 市債 10款

11款

12款

13款

②歳入補正の主要内容

（単位：千円）
款 補正額

9 11,328

13
14

国　14,605
県　7,289

13
14

国　△12,103
県　△1,952

13
国　△5,875
国　△67,000

13
国　98,935
国　60,995

13 国　△41,896

13 国　△3,280

14 県　115,139

14 県　△15,000

（単位：千円）

衛生費

歳出　計

諸支出金

公債費

災害復旧費

教育費

土木費

民生費

24,970,000千円 

27,888,364千円 

28,091,205千円 

202,841千円 

総務費

議会費

歳出

当　 初

補正額

13款　ふるさとまちづくり基金積立金に充当

消防費

障害者自立支援介護給付費負担金

充当内容事業名

児童手当負担金
（国4/6、県1/6）

3款　児童手当充当分の減額

若人の広場整備事業補助金
（県2/3）

3款　臨時福祉給付金（簡素な給付措置）充当分の減額

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交
付金
（国10/10）

2款　プレミアム付商品券発行事業に充当
2款　地方創生先行型事業（5事業）に充当

臨時福祉給付金事業補助金
（国10/10）

歳入

歳入　計

補正額

11,328

▲ 17,930

▲ 6,917

▲ 6,267

▲ 9,999

1,864

202,841

社会資本整備総合交付金
（国5/10）

8款　小規模住宅地区改良事業充当分の減額
8款　若人の広場整備事業充当分の減額

新規就農総合支援事業補助金 6款　新規就農総合支援事業補助金充当分の減額

補正前

補正後

商工費

農林水産業費

労働費

▲ 29,050

▲ 43,586

479,114

660,834

▲ 85,589

▲ 26,406

子育て世帯臨時特例給付金給付補助金
（国10/10）

3款　子育て世帯に対する臨時特例給付費充当分の減額

48,187

▲ 202,939

▲ 93,600

地方交付税（普通交付税） -

3款　障害者介護給付費等充当分の増額

補正額

202,841

206,549

150,000

▲ 341,732

▲ 56,482

▲ 24,600

▲ 171,373

▲ 12,158

▲ 23,566



款 補正額

13
14

国　△35,679
県　△227,970

15
13,905
9,270
25,012

16 5,800

19 500,000

20 △73,000

20 63,700

20
△47,100
△7,200
△8,000

③歳出補正の主要内容

（単位：千円）
款 補正額

1 △ 19,242

2 △ 6,143

2 △ 6,675

2 △ 12,001

2 620,000

2 11,000

2 19,000

2 45,000

2 20,000

2 5,000

3 △ 41,896

3 △ 3,280

3 29,033

3 △ 19,865

13款　ふるさとまちづくり基金積立金に充当

内容

事業名 充当内容

子育て世帯に対する臨時特例給付費関連
経費

・給付費（△1,020）
・事務費（△2,260）

8款　若人の広場整備事業に充当

市債（県営ほ場整備事業） 6款　県営ほ場整備事業負担金充当分の減額

債権運用収入
13款　財政調整基金積立金に充当
13款　公共施設整備基金積立金に充当
13款　水道事業調整基金積立金に充当

大学入学奨励金 ・不用額の減額（△6,675）

臨時福祉給付金（簡素な給付措置）関連経
費

・給付金（△32,805）
・事務費（△9,091）

地域おこし協力隊推進事業
・地域おこし協力隊員賃金（△5,202）ほか
条件不利地域への地域力の維持・強化等を目的に隊員を募
集・派遣。決算見込により、不用額を減額。

安心子育て・すくすく子育て事業
※国の交付金関連事業

・保育用備品購入費（＋19,000）

南あわじを売り出そう地域が元気になる事
業
※国の交付金関連事業

・地域資源連携情報発信業務委託料（＋15,000）
・広告等作成業務委託料（＋20,000）
・農業の多様化推進モデル事業委託料（＋10,000）

市債（公園整備事業）

離島航路補助金 ・沼島汽船(株)に対する実質欠損額補填（△6,143）

市債（災害復旧事業）
11款　農林水産施設災害復旧事業充当分の減額
11款　公共土木施設災害復旧事業充当分の減額
11款　公共施設災害復旧事業充当分の減額

事業名

議会中継システム設置工事費 ・不用額の減額（△19,242）

プレミアム付商品券販売収入 2款　プレミアム付商品券発行事業に充当

災害復旧事業費補助金
11款　公共土木施設災害復旧事業充当分の減額
11款　農林水産施設災害復旧事業充当分の減額

ふるさと南あわじ応援寄附金

安心・安全、災害等に強いまちづくり事業
※国の交付金関連事業

・消防団安全装備品購入費（＋20,000）

障害者介護給付費等
・居宅介護や生活介護、就労支援などの給付費増額（＋
29,033）

地域介護拠点整備費補助金
・介護施設開設に係る建設経費等の助成。対象事業所の開
所が翌年度となる見込のため、ソフト事業への助成を減額（△
19,865）

プレミアム付商品券発行事業
※国の交付金関連事業

・プレミアム付商品券発行業務委託料（＋620,000）
発行総額5億円、プレミアム率20％

総合戦略策定支援等事業
※国の交付金関連事業

・地方人口ビジョン等策定支援業務委託料（＋11,000）

もてなし・人にやさしい観光振興事業
※国の交付金関連事業

・観光案内板設置委託料（＋5,000）



款 補正額

3 △ 153

4 △ 3,000

4 2,900

4 700

5 △ 12,158

6 23,794

6 △ 87,825

6 19,996

6 △ 31,235

6 △ 24,120

7 △ 20,887

8 △ 13,500

9 △ 16,600

10 △ 9,230

11 △ 287,200

11 △ 46,532

12 150,000

13 47,328

13 159,221

・シカ捕獲専任班支援事業委託料（△8,978）、鳥獣被害防止
対策協議会整備事業補助金（△21,286）ほか

・松くい虫航空防除委託料（△10,072）、松くい虫伐倒駆除事
業（知事命令）委託料（△8,595）ほか

体外受精や顕微授精を受けた夫婦への治療費助成。決算見
込により増額（＋700）

妊婦健康診査に係る費用への助成。決算見込により、増額
（＋2,900）

・住宅用太陽光発電システム設置補助金（△3,000）

・単独事業（△6,810）
・補助事業（△5,348）

・測量設計委託料（△3,694）、災害復旧工事費（△42,838）
不用額の減額。

その他基金積立

特定不妊治療費補助金

住宅用太陽光発電システム設置推進事業

妊婦健康診査補助金

緊急雇用対策事業

道路橋梁河川災害復旧事業

県営ほ場整備事業
・県営ほ場整備負担金（△76,825）ほか。前年度の国補正で事
業を前倒ししたことなどによる減額。

有害鳥獣対策事業

松くい虫防除事業

地籍調査事業
・三角多角等測量業務委託料（＋19,516）ほか。
国補正によりH27事業を前倒したことによる増額。

農林水産施設災害復旧事業
・実施設計委託料（△6,800）、災害復旧工事費（△278,700）
不用額の減額。

サイクリング・サンライズ改修事業
・サイクリング・サンライズ改修工事費（△19,200）
・設計監理委託料（△1,687）

消防施設整備備品購入事業
・備品購入費（△16,600）
購入予定の消防車両1台について、消防庁から無償貸付を受
けたことによる減額と不用額の減額。

道路新設改良事業
・測量設計委託料（△1,000）
・市道改良工事費（△12,300）ほか

埋蔵文化財保護事業
・発掘作業委託料（△2,600）ほか
国衙地区に係る発掘調査が翌年度となるため減額。

公債費
・市債繰上償還元金（＋150,000）
財政健全化のため、財政計画等に基づく繰上償還。

財政調整基金積立
・財政調整基金積立金（＋47,328）
財政計画に基づく基金積立。

・公共施設等整備基金積立金（＋9,270）
・ふるさとまちづくり基金積立金（＋120,939）
・水道事業調整基金積立金（＋25,012）ほか

ため池等整備事業
・農村地域防災減災工事費（＋16,184）、農村地域防災減災事
業負担金（＋5,963）ほか

福祉医療費
・後期高齢者医療特別会計保険基盤安定繰出金（△5,153）
・こども医療費助成金（＋5,000）

事業名 内容



④その他

繰越明許費
款 金額 款 金額

2 23,500 8 70,900

2 11,700 8 100,000

2 720,000 8 80,320

3 232,000 11 190,000

6 34,000 11 9,300

6 19,996 11 100,000

7 1,000 - -

2 特別会計

（単位：千円）
補正前の額 補正額

6,726,779 44,662

184,151 △ 1,087

1,306,474 △ 5,153

4,698,157 △ 88,237

135,233 △ 11,500

道路新設改良事業
（合併特例事業）

農地農業用施設災害復旧事業

林業治山施設災害復旧事業

【歳入】介護保険料（△7,637）、国庫支出金（△25,025）、
支払基金交付金（△24,990）、県支出金（△18,954）、
一般会計繰入金（△11,069）　ほか
【歳出】保険給付費（△84,037）、地域支援事業費（△4,200）

補正後の額

-

【歳入】産業廃棄物処理手数料（△11,500）
【歳出】処分場維持工事費（△3,000）、消費税（△1,600）、
産業廃棄物最終処分場基金積立金（△6,900）

【歳入】国庫支出金（△2,560）療養給付費等交付金
（＋32,300）、保険財政共同安定化事業交付金（＋14,253）
ほか
【歳出】保険給付費（＋32,300）、診療所勘定繰出金
（△3,599）　ほか

【歳入】一般会計繰入金（＋2,512）、事業勘定繰入金
（△3,599）
【歳出】機器借上料（△1,087）

【歳入】一般会計繰入金（△5,153）
【歳出】保険基盤安定負担金（△5,153）

広田地区市営住宅建設事業

主な内容

庁舎用駐車場整備事業

新庁舎建設事業

（単位：千円）
事業名 事業名

橋梁長寿命化事業

4,609,920

地域活性化・地域住民生活等
緊急支援事業

地域介護拠点施設整備事業

ため池等整備事業
（農村地域防災減災事業）

会計名

地籍調査事業

高速道路用地有効利用調査
事業

道路橋梁河川災害復旧事業

国民健康保険
（保険事業）

6,771,441

産業廃棄物
最終処分事業

123,733

国民健康保険
（直営診療所）

183,064

後期高齢者医療 1,301,321

介護保険
（保険事業）


